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Ⅰ．はじめに：地域に根ざした歴史文化遺産と観光マネジ
メントを取り巻く状況
　地域固有の歴史・文化を手がかりとした観光への期待が高
まりを見せている。2000 年代以降、政府は「観光立国」を
掲げてインバウンド誘致を活発化させると同時に、2008 年に
発足した観光庁は「ニュ ツー リーズムの振興」を掲げ、多様
な地域資源を活かした体験・交流型の観光を推進してきた 1。
これらの観光振興策と並行して、2004 年の景観法の成立以
降、同年の文化財保護法改正による「文化的景観」制度の
創設、2008 年の「歴史文化基本構想」モデル事業の実施と
「歴史まちづくり法」に基づく歴史的風致維持向上計画の認
定など、地域の多様な景観や文化遺産を保全・活用するた
めの法制度や仕組みが拡充されてきた。2015 年には地域の
歴史的魅力や特色を通じて日本の文化・伝統を語るストー リー
を文化庁が認定する「日本遺産」制度が開始され、2019
年 8 月現在までに日本遺産に認定されたストー リー は 83 件に
上る。
　こうした状況は、一面においては、経済の低成長期におけ
る観光に対する価値観の変化、すなわち地域の質や個性を
体現する歴史・文化や自然環境への関心の高まりがもたらした
ものであり、同時に、本格的な人口減少社会を迎えるなかで、
地域の持続再生への活路を、観光客をはじめとする交流人口
の受け入れに見出そうとする地方自治体の意志の表れと言え
る。
　一方、先に例示した諸制度のもとで保全される文化遺産
は、地域で今も営まれる生活や生業と密接に結びついたもの
であることが多いことから、観光客の受け入れに際しての様々
な問題を惹起する。そこでは、（1）地域の生活・生業、（2）
文化遺産の保全、（3）観光の３要素をバランスさせるため
の適切なマネジメントが求められる。そのような取り組みは、
UNWTO が提唱する、いわゆる「持続可能な観光（Sustainable 
Tourism）」を実現することにつながる。
我が国においては、1960 年代後半からの先進的自治体や
住民団体による歴史的町並みや集落保存の取り組みが、先
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に掲げた文化財諸制度の成立を促した経緯があり、これらの
地域においては、早くから観光資源としての文化遺産のあり
方にも主体的に向き合ってきた経緯がある。こうした流れを受
けながら、都市計画・建築学等の分野においては、伝統的
建造物群保存地区制度等の運用の実態、さらに住民の意識
や保全活動、地域の文化遺産の活用のあり方に関する一定
の研究が蓄積されてきた。そのうち西山（2001,2006）は「文
化遺産マネジメント」、「ヘリテージ・ツ リーズム」、「自律的観
光」といった概念を提示し、ホスト・コミュニティの主体的取り
組みを通じた多様な文化遺産の保全・活用や観光活動設計
のあり方を論じている。しかしながら、具体的な「マネジメント」
の手法については、文化遺産の「保全」の側面からの研究
は蓄積されてきた一方で、観光客の受け入れに関するマネジ
メント手法については、未だ体系的な整理や実効性の検証と
いった観点からは実践・研究両面で途上にあると言える。
　とりわけ、地方の小都市や農山漁村のような人口流出と高
齢化の顕著な人口希薄地域においては、文化遺産の維持管
理の担い手不足に加え、観光客受け入れに関わる施設や空
間容量、人的資源等に限界があり、一時的に地域の定住人
口を大きく上回る観光客流入への対応策が整わず、観光が
必ずしも地域生活の維持・向上に寄与しない事例も見られる
等、多くの課題を抱えている。こうした文化遺産を対象とした
観光をめぐる包括的取り組みの重要性は各地で認識されつつ
あるが、現場での取り組み、特に人口希薄地域における実践
は試行錯誤の途上にあると言え、学術的知見と実践の双方
向的フィー ドバックにより、現実的かつ効果的な観光マネジメン
トモデルを構築することが求められる。
Ⅱ．研究の枠組み
1．研究の視点
　本研究では、人口減少の進む国内の地方小都市や農山漁
村等において、地域の人々により受け継がれてきた生活・生
業に関わる文化遺産に着目する。これは文化財保護法に基づ
く伝統的建造物群保存地区や文化的景観等に代表される、
地域の人々の生活や生業と密接に関わる「生きた文化遺産」
であり、必ずしも文化財としての公的な位置付けを有していな
いものも含む。
　本研究における「観光マネジメント」は、西山（2006）が
提唱する、対象となる文化遺産の保全と地域コミュニティの主
体的関わりを前提としつつ、観光客（観光活動）を対象とし
た以下の４つの視点に基づくマネジメントに区分して捉えること
とする。
【視点 A】「量」のマネジメント：観光客の総量の制御・分散
化
【視点 B】「行動空間」のマネジメント：観光客を受け入れる
空間（領域）の設定
【視点 C】「活動」のマネジメント：観光活動（体験）の制御・
誘導と質の向上
【視点 D】「受け入れ体制」のマネジメント：観光に関わる主
体の体制・仕組みの構築
加えて、地域において観光客の受け入れを進める際の計画・
実践のプロセス（サイクル）を示したものが図１である。取り
組みの基本的な流れとして、「Ⅰ. 地域の現状（資源・課題）
の把握」、「Ⅱ. 観光事業・施策（観光客の受け入れ）に対
する方針・計画」、「Ⅲ . 試行的実施（モニター ツア ・ー社会
実験等）」、「Ⅳ . 施策・事業等の本格的実施」の４つの段階
がある。
また施策・事業の内容は PDCA サイクルを通じた改善が不
可欠であることから、プロセスを示す矢印は、取り組みの進展・
具体化を示す①、②および②’と、実施による効果や影響の
検証・フィー ドバックの流れを示す③、④および④’によって、
持続的なサイクルを表現している。すなわちⅡの計画段階以
降の展開パター ンは、試行的実施による計画内容の検証を経
て本格的実施に至る流れ（Ⅱ②→Ⅲ③→Ⅱ②’ →Ⅳ）と、計
画段階からそのまま本格的実施段階に至る流れ（Ⅱ②’ →Ⅳ）
があり、さらにⅣの本格的実施段階以降は、方針・計画の見
直しに至る流れ（Ⅳ④→Ⅱ）と、取り巻く環境や条件等の変
化に応じて、現状把握の段階から大幅な見直しを行う流れ（Ⅳ
④’ →Ⅰ）が想定される。
現実の実践の場面においては、Ⅱの方針・計画が公的なも
の（行政計画等）であるか（Ⅱ-A）、非公的なもの（民間の
活動・事業計画等）であるか（Ⅱ-B）、Ⅲ・Ⅳの実施段階に
おいては、実施主体が行政であるか（Ⅲ -A, Ⅳ -A）、民間で
あるか（Ⅲ -B, Ⅳ -B）、あるいは公民連携であるか（Ⅲ -C, Ⅳ
-C）という、内容に応じた性格の違いが想定される。取り組
みが発展し複合化する中で、実践プロセス（サイクル）のパター
ンも多様化し、計画や主体の性格の違いに加え、試行レベル
のものと本格実施レベルのものが並存する状況も生じ得る。
　このようなプロセスのなかで、本稿の主題である観光マネジ
メント手法は、Ⅱの計画段階からⅢの試行的実施段階、Ⅳの
本格的実施段階へと導入される。手法そのものは、前述のよ
うな検証・フィー ドバックの流れを通じた改善や発展が想定さ
れるが、Ⅱ～Ⅳの段階まで共通の枠組みのもとで捉えることが
可能であると仮定する。すなわち計画学の立場からは、Ⅱの
計画段階あるいはⅢの試行的実施段階から、先に掲げた視
点 A ～ D に基づく観光マネジメント手法の一定の枠組みのも
とで必要な取り組みを設定・導入し、それらを持続的に発展
させることが可能ではないかと考える。
2．研究の対象と目的
　前述の視点のもと、本研究では、まず国内の生活・生業
に関わる世界文化遺産を擁する人口希薄地域の事例として、
岐阜県白川村、富山県南砺市五箇山地域、島根県大田市
大森町・温泉津町、和歌山県田辺市本宮町において導入さ
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3．研究の方法
国内の世界文化遺産登録地域における観光マネジメント手
法の把握に際しては、当該地域の地方公共団体や観光協会
等の関係団体の公式ホームページを通じて関連計画や施策
に関する情報収集を行なった。さらに和歌山市雑賀崎地区、
和歌山県広川町の取り組みについては、筆者が実践的に活
動・施策に携わっており、それらの過程で把握・収集した情
報をもとに検討を行う。
4．既往研究と本研究の位置づけ
文化遺産保全と観光の関係を扱った既往研究として、白川
村荻町集落については一定の蓄積が見られ、世界遺産登録
後の観光の現状を考察したもの（黒田ほか , 2011）、観光対
象としての風景のあり方に関するもの（羽生ほか , 2002）等
が発表されている。また「観光活動設計」の成立条件を検
討した西山らの研究（西山ほか , 1990）は、本研究に関わ
る基本的視座を提示している。一方で五箇山に関しては、相
倉集落における観光客受け入れの影響を検討したもの（荒井
ほか , 2002）の他は、十分な蓄積がない。また地方の観光
地における観光マネジメントに関しても、城崎温泉における事
例を検討したもの（辻本 , 2018）など、研究の蓄積は限定的
である。
　これらに対し本研究は、世界遺産を擁する人口希薄地域を
先行地域として捉えつつ、全国の地方小都市や農山漁村等
において適用可能な観光マネジメント手法の広がりを捉えるた
めの枠組みを、実例を通じて検討するものである。
Ⅲ．地域の生活・生業に関わる世界文化遺産と観光マネジ
メント手法
　本章では、地域の生活・生業に関わる国内の世界文化遺
産およびそれらを擁する人口希薄地域を対象に、観光マネジ
メントに関わる施策等の具体例を把握し、観光マネジメント手
法の類型を導出する。世界遺産の構成資産は、世界遺産条
約および国内の法制度（文化財保護法等）に基づく厳正な
管理が求められるとともに 2、観光資源としての訴求力も高いこ
とから、これらの地域においては観光マネジメントに関する施
策が積極的に講じられている。
　対象として選定した地域は、「白川郷・五箇山の合掌造り
集落」として登録された３つの集落が立地する岐阜県白川村
および富山県南砺市五箇山（平・上平）地域、「紀伊山地
の霊場と参詣道」のうち熊野古道・中辺路の要地にあたる和
歌山県田辺市本宮町、「石見銀山遺跡とその文化的景観」
を構成する町並み・集落が立地する大田市大森町・温泉津
町である。いずれも町並み・集落や生活道路といった地域の
生活・生業に関わる空間が世界遺産の構成資産となっている
事例である（表 1）。
４つの対象地域においては、ユネスコ世界遺産委員会の指
れているマネジメント手法を把握し、それらの類型化を行うこと
で、観光マネジメント手法の枠組みを提示する。これらの地域
は図１におけるⅣの本格的実施段階の事例が見られる地域で
ある。
その上で、歴史的漁業集落の形態と生活文化を受け継ぐ
和歌山市雑賀崎地区、過去の津波復興と防災文化にまつわ
る歴史的遺産を擁する和歌山県広川町広地区を対象に、両
地域における観光客受け入れに関する活動・施策等の位置
づけを、先に導出された観光マネジメント手法の枠組みに基
づいて把握する。これらの地域は、いずれもⅡの計画段階な
いしⅢの試行的実施段階の地域であり、和歌山市雑賀崎地
区は大学と地域の主体および民間事業者を中心にⅡ-B ②→
Ⅲ -B の展開が見られる事例として、和歌山県広川町は行政
を中心にⅡ-A ②→Ⅲ -C の展開が見られる事例として位置づ
けられる。以上の検討により、人口希薄地域における観光マ
ネジメント手法が、実践の段階や主体を問わず一定の枠組み
のもとで把握できること、言い換えると、取り組みを進める上で
の座標軸となる枠組みが設定できることを明らかにし、これら
の地域における今後の観光マネジメントの発展のあり方につい
て考察する。
　なお前節で示したように、地域における観光マネジメントの
実践の過程では、導入された施策等の影響や効果を把握し、
実施のあり方の検証や見直しを行うこと（図 1 の③ , ④ , ④’
のプロセス）も不可欠であるが、そのような個別の手法の実
効性については、本稿の範囲を超えるため扱わない。一方で、
各地域で展開される活動・施策等は、少なくとも観光マネジメ
ントを指向する計画的意図に基づき、一定の有用性が社会的
に見出される中で実施されているという前提のもとで抽出して
おり、そこから観光マネジメント手法の枠組みを検討すること
は、学術的意義を有すると考える。
図 1	．地域における観光客受け入れをめぐる計画・実践の
サイクル	
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針を受けた文化庁の方針に基づき、構成資産の法的保護措
置や管理体制等の詳細を記した「包括的保存管理計画」や
「世界遺産マスタープラン」等が策定されている3。これらは
構成資産の保全と活用の両立を目指す政策的意図に基づくも
のであり、文化遺産に関わる観光マネジメントの根幹を成すも
のと言える。いずれの地域においても、国際基準に基づくこれ
らの公的計画等のもとで種々の施策・活動等が実施されてい
ることから、文化遺産を取り巻く観光マネジメントの「先行地域」
として捉えることができる。
これらの地域を対象として、先に掲げた「A.量（観光客数）」、
「B. 行動空間」、「C. 活動（観光体験）」、「D. 受け入れ体制」
の４つの視点から、具体的なマネジメント手法の該当事例を地
方自治体や観光協会等の公式ホームページから抽出し 4、分
類した。
1 .「量（観光客数）」のマネジメントに関する手法（視点 A）
観光客の流入量の制御・誘導に関する施策については、
「A1. 来訪者用駐車場の限定」、「A2. 公共交通機関の運用」、
「A3. 観光客数コントロール」に区分することができる。
　多くの観光客はこれらの地域へマイカー、レンタカーや観光
バス等で訪れることが想定される。一方で、白川郷・五箇山
や石見銀山においては、地域の人々が生活する町並み・集
落が世界遺産の構成資産となっていることから、観光車両の
駐車場を限定・集約化し、そこから徒歩や二次交通機関を
利用して散策してもらう対策を講じている。そのうち白川郷（荻
町集落）、五箇山（相倉・菅沼集落）の駐車場では、駐車
料金を「保存協力金」という形で徴収し、集落の保全に活
用する仕組みが構築されている。
　また公共交通機関によるアクセスについては、いずれの地
域も高頻度ではないものの路線バス等の運行が確保されてい
る。土日祝日や観光シーズンの増便や、熊野地域や白川郷・
五箇山地域ではフリー きっぷを導入するなど、観光客が利用
しやすいように既存の路線バスのサ ビースを向上させている。
また石見銀山については、観光客用の拠点駐車場で自家用
車からで路線バスへの乗り換えによる域内周遊を促す「パー
クアンドライド」を通年で導入している点が特筆される。
観光客数そのもののコントロールについては、白川郷のライト
アップイベント時の集落への流入制限に限られ、地域への観
光客の流入量を定常的に制御する施策は見られない。
2．「行動空間」のマネジメントに関する手法（視点 B）
観光客が現地で行動する空間の制御・誘導に関しては、
「B1. 車両交通規制」、「B2. 域内二次交通」、「B3. ガイダン
ス施設の設置」、「B4. 民家活用型展示施設」、「B5. 歩行者
動線の整備」に区分することができる。
特定のエリア・道路を対象とした車両交通規制は、白川郷・
五箇山や石見銀山では、来訪者用駐車場（A1）やパ クーア
ンドライド（A2）の仕組みと一体となって実施されている。観
光車両の侵入が規制されているのは、観光対象であると同時
に地域住民の生活空間でもある町並み・集落内の道路であり、
散策する観光客の安全を確保すると同時に住民の生活環境
を保全する側面から対策が講じられている。
また、観光客の徒歩移動を補完する域内二次交通として、
石見銀山では前述の路線バスがパークアンドライドにより域内
の移動にも活用されているほか、ベロタクシーの運行も行われ
ている。白川郷では荻町集落の中心部と集落を見下ろす城
山展望台との間でシャトルバスが運行されており、行きはシャト
ルバスを利用し、帰りは遊歩道を歩いてそのまま集落内を散
策するといった回遊行動を促す仕掛けとしても機能している。
観光対象となる文化遺産に関するガイダンス施設も、現地
での観光客の行動を誘導する上で重要な役割を果たす仕掛
けと言える。とりわけ世界遺産は、登録の根拠となる「顕著な
普遍的価値」を正確に伝えることも重要であり、ガイダンス施
設で理解を深めた上で現地を散策することで、見学の要点を
踏まえた回遊行動へと一定の誘導を図ることも可能であると考
えられる。このようなガイダンス施設（世界遺産センター）が
整備されているのは石見銀山と本宮地域のみであるが、白川
郷・五箇山においてもこれに類する仕掛けは必要であると考え
られる。
歴史的建造物である民家を、地域の生活文化や伝統行事、
表 1．生活・生業に関わる世界文化遺産を擁する人口希薄地域
対象地域
（市町村名）
世界文化遺産の登録名
（登録年）
生活・生業と一体となった
文化遺産（文化財区分）
住民基本台帳人口
（2019 年）＊ 1
入り込み観光客数＊ 2
白川郷
（岐阜県白川村）
白川郷・五箇山の合掌造り集落
（1995 年）
荻町集落
（伝統的建造物群保存地区）
白川村：1,604 人 約 176 万人
（白川村 , 2017 年）
五箇山
（富山県南砺市）
白川郷・五箇山の合掌造り集落
（1995 年）
相倉集落・菅沼集落（伝統的建
造物群保存地区、史跡）
五箇山（平・上平）地域：
1,583 人
約 67 万人
（五箇山 , 2018 年）
本宮
（和歌山県田辺市）
紀伊山地の霊場と参詣道
（2004 年）
熊野参詣道・中辺路（史跡） 旧本宮町：2,689 人 約 162 万人
（熊野本宮温泉郷 , 2018 年）
大森・温泉津
（島根県大田市）
石見銀山遺跡とその文化的景観
（2007 年）
大森地区・温泉津地区（伝統的
建造物群保存地区）、沖泊地区・
鞆ヶ浦地区・石見銀山街道（史跡）
大森地域：408 人
温泉津地域：1,084 人
約 32 万人（石見銀山 , 2017 年）
約 10 万人（温泉津温泉ほか観
光施設 , 2017 年）
＊ 1：白川村・大田市大森地域・同温泉津地域は 9 月 1 日現在、南砺市五箇山地域は 8 月 31 日現在、田辺市本宮町は 5 月 31 日現在。
＊ 2：各データは白川村役場ホームページ、「富山県観光統計」、「和歌山県観光客動態報告書」、「統計おおだ」による。
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生業等の展示施設として活用する事例は全国各地に見られる
が、民家群が世界遺産の骨格となっている白川郷・五箇山に
おいては、非公開の一般民家への観光客の立ち入りを抑制
する仕掛けとしての役割を果たしている面がある。
また見学のための歩行者動線となる散策路の整備や、推
奨ル トーを示す案内サインや散策マップの配布等は、観光客
の行動を誘導する基本的な仕掛けであるが、より実効性を高
める上では上記の施策を総合的に講じる必要がある。
3．「活動（観光体験）」のマネジメントに関する手法（視点 C）
観光客の現地での活動（観光体験）そのものを誘導・提
供する手法は、「C1. ガイドによる案内」、「C2. 生業・生活文
化体験」、「C3. 伝統芸能体験」、「C4. 民家活用型宿泊施設」
に区分することができる。いずれも地域の成り立ちや生活文化
などのストー リー を観光客が深く知り、体感できるような仕掛け
を設けることで、短時間の散策・見学にとどまらない豊かな滞
在型の観光体験を提供するものである。
事前予約制の有償ガイドによる案内はいずれの地域におい
ても実施されているほか、地域の生業・生活文化を体験でき
る施設の運営や、五箇山と石見銀山では民謡や神楽といっ
た伝統芸能の定期公演が行われている。また地域の生活文
化を体現する古民家を活用した民宿などの宿泊施設も、白川
郷・五箇山と石見銀山に見られる。生活空間としての町並み・
集落に溶け込んだ宿泊施設は、滞在型の観光体験を普及さ
せる上でも重要な存在と言える。
4 .「受け入れ体制」のマネジメントに関する組織（視点 D）
観光客の受け入れ体制に関わる組織として、「D1. 保全系
組織」と「D2. 観光系組織」が存在し、A ～ C のマネジメ
ント施策を実際に運用する上でも重要な役割を果たしている。
前者は、世界遺産に登録された文化財を地域で保護（保存・
活用）する活動の一環として、観光客に対するサ ビース等の
提供を担うものであり、後者は、日本版 DMO の登録が推進
される中で、地域の生活環境や文化遺産の保全と両立した
観光客の受け入れを、行政や地域の関係主体と連携しながら
マネジメントする組織として期待されている。
このうち白川郷では、世界遺産登録や高速道路の整備等
を契機とした観光客の増加による地域への負の影響が以前か
ら課題となっており、行政（白川村役場）が主導する形で、
保全と観光を両立させるための観光マネジメント関連施策が
段階的に導入されている5。また石見銀山を擁する大田市で
は、世界遺産登録を推進する過程で、2005 年に「石見銀
山協働会議」（2010 年よりNPO 法人）を設立して登録後の
取り組みに向けた検討を進め、2006 年に「石見銀山行動計
画」を策定し、石見銀山基金の運用を開始するなど、世界
遺産のマネジメントに向けた施策を具体化させている。
　
5．小結
本章では、文化遺産を取り巻く観光マネジメントの先行地域
として、世界文化遺産を擁する４つの人口希薄地域を取り上
げ、各地域で実施されている施策・活動等を抽出・類型化
することにより、視点 A ～ D に基づく観光マネジメント手法の
枠組みを得た。ここで分類される観光マネジメント手法は、地
域の立地環境や社会的条件、観光資源（文化遺産）の特性、
入り込み観光客数等を考慮しつつ、観光と生活環境の持続、
文化遺産の保護との調和を図るべきあらゆる地域において、
統合的に導入されることが望ましいと考えられる。しかしながら、
本稿が着目する人口希薄地域においては、ここで扱った世界
遺産を擁する限られた地域を除くと、施策や体制が十分に整
わない地域が大半であるため、地域における取り組み・施策
等を段階的に発展させる必要がある。
次章からは、観光客の受け入れに向けた動きが活発化しつ
つある和歌山県内の２つの地域を取り上げ、現在の取り組み・
施策と、本章で提示した観光マネジメント手法の枠組みとの対
応関係を検討し、今後の発展のあり方に対する考察を行う。
Ⅳ．和歌山市雑賀崎地区における体験型観光プログラムの
試行
1. 雑賀崎地区の概要と取り組みの背景
和歌山市南部の和歌浦湾に面する雑賀崎地区は、古くは
万葉集にその景観が詠われ、室町期に漁民が住み着いたと
伝わる漁村集落である。戦国期には鉄砲集団・雑賀衆の砦
が築かれ、近世には雑賀崎漁師が独自の一本釣り漁法を考
案する等、多彩な歴史を有する。集落は港を取り巻く斜面地
に密度高く形成され、港から坂や階段を交えて延びる複数の
道を骨格として、細い路地が張り巡らされている。近年は斜
面地に陸屋根の家屋が建ち並ぶ景観から「日本のアマルフィ」
とも呼ばれるようになり、2017 年に認定された日本遺産「絶
景の宝庫　和歌の浦」や、翌年に国の認定を受けた和歌山
市歴史的風致維持向上計画に地区が位置づけられ、観光資
源としても着目されつつある。一方で、人口流出と高齢化が著
しく6、空き家の増加、津波等の防災対策や漁業等の担い手
の確保など、多くの課題を抱えている。
筆者の研究室では、雑賀崎地区の地域再生の手がかりと
して、2017 年に和歌山大学及び地域の関係主体と連携した
漁村集落のモニター ツアーを企画・実践し、雑賀崎地区に相
応しい観光客受け入れのあり方として、漁村の生活文化資源
を活かした体験型観光の可能性を検証した。これは筆者らと
地域とのコミュニケーションを通じて具体化したものであり、同
年より雑賀崎地区のまちづくり活動に参画する機会を得たこと
が、モニター ツアー実施の直接の契機となった。
まず同年 1月から8月にかけて、雑賀崎地区において「景
観まちづくりワ クーショップ」（以下、景観 WS）が和歌山市と
雑賀崎地区連合自治会の連携により開始され、筆者もコーディ
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ネ ター とーして参画することとなった。景観 WS では、雑賀崎
地区の特色と地域の課題を共有するとともに、固有の歴史性
や集落空間、生活文化、漁業などの魅力の活かし方、その
ような地域における観光客の受け入れのあり方についても検討
が行われ、「路地歩きツアー」や「活々料理館 7 の活用」、「１
日漁師体験」など、体験型観光を実施するための具体的な
方法が共有された。その後、景観 WS に参加した市立雑賀
崎小学校校長の要請を受け、同小学校の 6 年生児童 11 名
を対象とした「観光まちづくり学習」プログラム（2017 年 10
月～ 12月）を筆者の研究室で支援するとともに、並行して雑
賀崎連合自治会と筆者の研究室および筆者が担当する和歌
山大学わかやま未来学副専攻の学生チーム、さらに南海電
鉄和歌山支社の連携により、雑賀崎集落の漁村の生活文化
と集落空間の魅力を観光客に体感してもらうモニターツアーを
企画・実施することとなった。
2．モニター ツアーの内容と参加者の評価
実施に際しては、集落内に観光客向けの集客施設がなく、
飲食店等も限られる生活集落の現状を踏まえ、生業としての
漁業と生活文化、独特の集落空間そのものを体験するプログ
ラムを、人数を限定したモニターツア とーいう形で試験的に企
画・運営した。このようなモニター ツアーの企画内容は、前述
の景観 WSを通じて共有された、雑賀崎らしい魅力の発信、
観光客の受け入れに対する考え方を踏まえたものである。具
体的な企画内容は、「①雑賀崎小学校６年生との連携による
まち歩きマップの作成」、「②雑賀崎の魅力を紹介するパンフ
レットの作成」、「③雑賀崎の集落と生活文化を体験するツアー
の企画」であり、これらの企画の骨子を大学チームが担うとと
もに、南海電鉄は企画全般の検討に加え、ポスターやホーム
ページ等により参加者の募集を行った。またツアー企画や当日
の運営に際しては、雑賀崎連合自治会とNPO 和歌浦湾海業
（以下、海業）8 の協力を得るとともに、生活文化体験の場と
表 2. 対象地域における観光マネジメントの手法
（白＝白川郷 ,	五＝五箇山 ,	熊＝熊野本宮 ,	石＝石見銀山）
視　点 手　法 白 五 熊 石 事　　　　　例
A. 量 （観光客数）
A1. 来訪者用駐車場の限定 ○ ○ ○
・村営せせらぎ公園駐車場【白】
・相倉・菅沼集落駐車場【五】
・石見銀山駐車場【石】
A2. 公共交通機関の運用 ○ ○ ○ ○
・世界遺産バス【白】【五】
・世界遺産「高野山・熊野」聖地巡礼バスなど【熊】
・パークアンドライド（路線バス）【石】
A3. 観光客数コントロール ○ ・集落ライトアップ完全予約制による入村制限【白】
B. 行動空間
B1. 車両交通規制 ○ ○ ○ ・集落内道路の観光車両規制【白】【五】【石】
・駐車禁止区域の設定【石】
B2. 域内二次交通 ○ ○ ・展望台行きシャトルバス【白】
・路線バス（パークアンドライド），ベロタクシー【石】
B3. ガイダンス施設の設置 ○ ○ ・世界遺産センター【石】【熊】
B4. 民家活用型展示施設 ○ ○ ・合掌造り民家園，和田家，長瀬家など【白】
・相倉民俗館，相倉伝統産業館，五箇山民俗館，塩硝の館【五】
B5. 歩行者動線の整備 ○ ○ ○ ○
・白川郷せせらぎ橋【白】
・菅沼展望広場・エレベーター【五】
・散策ルートマップ配布・サイン設置【各地域】
C. 活動 （観光体験）
C1. ガイドによる案内 ○ ○ ○ ○
・白川郷ガイドサービス【白】
・合掌いろりの会【五】
・石見銀山ワンコインガイド【石】
・語り部の会（熊野古道）など【熊】
C2. 生業・生活文化体験 ○ ○ ○
・白川郷ガイドサービス【白】
・合掌いろりの会【五】
・石見銀山ワンコインガイド【石】
・語り部の会（熊野古道）など【熊】
C3. 伝統芸能体験 ○ ○ ・五箇山民謡定期公演【五】
・石見神楽定期公演（湯泉津）【石】
C4. 民家活用型宿泊施設 ○ ○ ○ ・合掌造り家屋の民宿・宿泊施設【白】【五】
・暮らす宿（他郷阿部家，只今加藤家）【石】
D. 受け入れ体制
D1. 保全系組織 ○ ○ ○
・ 白川郷荻町集落の自然環境を守る会 ,（一財）世界遺産白川郷合掌造り
保存財団【白】
・ 相倉集落・菅沼集落保存顕彰会 ,（公財）世界遺産相倉合掌造り集落保
存財団、菅沼世界遺産保存組合【五】
・大森町文化財保存会，NPO 法人石見銀山協働会議【石】
D2. 観光系組織 ○ ○ ○ ○
・（一社）南砺市観光協会【五】
・（一社）白川郷観光協会【白】
・熊野本宮観光協会 ,（一社）田辺市熊野ツーリズムビューロー【熊】
・（一社）大田市観光協会【石】
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して、地域の住民が所有する古民家を活用させていただくこ
ととなった。
「雑賀崎をまるごと堪能。わかやまの漁村を体感するモニ
ターツアー」と題したモニターツアーは、2017 年 12 月23日
（土・祝）に実施され、和歌山市内外から計 27 名が参加し
た。参加者には、大学生と雑賀崎小学校 6 年生の共同作業
により作成したまち歩きマップを含むパンフレット「おいなあよ雑
賀崎」（図 2）を配布した。午前中に南海和歌山市駅から路
線バスを利用して雑賀崎に到着した参加者は、雑賀崎漁港
近くの活々料理館において地魚の料理体験（昼食）を行った
後、集落に移動し、古民家での郷土菓子のふるまいと、漁村
の生活文化に関するミニ講座や、集落のまち歩きを体験した。
古民家でのおもてなしに際しては、まちづくり学習参加児童の
有志 4 名がマップに掲載されたスポットの紹介を行った。
ツアー終了後に実施した参加者アンケ トー（N=26）におい
て、各プログラムの満足度を「満足」「やや満足」「どちらと
も言えない」「やや不満」「不満」の５段階で評価してもらった。
その結果、活々料理館での地魚料理体験は、「満足」が
22/26、「やや満足」が 3/26、「やや不満」が 1/26、古民家
でのおもてなしは 26 名全員が「満足」、集落散策は「満足」
が 24/26、「やや満足」が 2/24、また全体を通した満足度は
「満足」が 23/26、「やや満足」が 2/26（未回答 1 名）とな
り、参加者の満足度は総じて高く、自由記述では、普段は体
験できない漁村集落の散策や生活文化の体験が高く評価され
るとともに、大学と地域の協力による企画に対しても好感を持っ
て受け止めていたことが明らかとなった。
3．観光マネジメント手法の試行プログラムとしてのモニター
ツアー
雑賀崎地区で実施したモニターツアーの内容を、３章で提
示した観光マネジメント手法の試行プログラムと捉え、各分類
項目に当てはめたものが表３である。日帰りのモニター ツアー当
日のみの限定的な内容が大半を占めるが、A ～ D の各視点
の手法が実現可能な形で取り込まれており、漁村集落におけ
るこれからの観光客受け入れのあり方を、地域の関係者に対
しても実践的に示す機会にもなったと言える。モニターツアー
のような試行的な企画を継続的に実施することで、体験施設
等の常設化、提供するプログラム・サ ビースの通年化に向け
た動きを発展させていくことが考えられる。
このような取り組みを持続的に進める上で大きな鍵を握るの
が、D の受け入れ体制である。モニターツアー実施をめぐる
関係主体の関係性を示したものが図 3 であり、モニター ツアー
に際してはこれらの主体のつながりにより実質的な企画運営
チームが成立した。
図 2. 和歌山大学わかやま未来学副専攻の学生と雑賀崎小学校 6 年生により作成した雑賀崎まち歩きマップ
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このような関係構築のプロセスをたどると、当初は雑賀崎連
合自治会、雑賀崎小学校の校長、筆者らの研究室が景観
WS に参加したことを契機に、大学と地域の連携に向けた動き
が具体化した。新たに大学と小学校の関係が築かれたことで、
両者の連携による観光まちづくり学習プログラムが実現し、モ
ニターツアーを主催した南海電鉄は、筆者らの研究室を通じ
て自治会・小学校、海業とのつながりを得た。さらに、小学
校校長の紹介により古民家所有者の協力が得られるなど、関
係主体が重層的に結びついた。試行的なモニター ツアーの実
施を通じて、地域、大学、民間組織の各主体が、既存のつ
ながりを活かしながら新たな関係性を築き、既存の関係性の
枠を超えた、協働体制が構築されたと言える。
雑賀崎地区で実現したモニター ツアーは、定常的な観光客
受け入れ体制が未整備の漁村集落において、大学、地域住
民、NPOと民間事業者の連携・協働により試行的な体制を
組むことで実現し、観光客に対しても一定の訴求力のある体
験プログラムが成立し得ることが示された。このような漁村の
生活文化を活かした体験型観光を通年で提供するための体
制づくりは、既存の地縁的組織のみでは限界があると言える。
行政による支援措置や空間整備等の事業との連携 9 はもとよ
り、自治会や地元漁協等に加え、交通事業者等の地域外の
組織とも連携しながら、恒常的なプラットフォー ムをいかに構築
していくかが、今後の持続的な観光マネジメントに向けた大き
な課題と言える。
表 3．観光マネジメント手法の試行プログラムとしての雑賀
崎集落モニター ツアー
視　点 手　法 モニターツアーでの実施内容
A. 量 
　（観光客数）
A1. 来訪者用駐車場の限定 ―
A2. 公共交通機関の運用 ・路線バスの利用
A3. 観光客数コントロール ・人数限定のツアー企画による受け入れ
B. 行動空間
B1. 車両交通規制 ―
B2. 域内二次交通 ―
B3. ガイダンス施設の設置 ・古民家における漁業・生活文化の説明
B4. 民家活用型展示施設 ・古民家における漁業・生活文化の説明
B5. 歩行者動線の整備 ・まち歩きマップの配布
C. 活動 
　（観光体験）
C1. ガイドによる案内 ・学生のガイドによる集落散策
C2. 生業・生活文化体験 ・活々料理館での地魚料理体験、古民家体験
C3. 伝統芸能体験 ―
C4. 民家活用型宿泊施設 ―
D. 受け入れ体制
D1. 保全系組織 ―
D2. 観光系組織 ・地域と大学、民間事業者の連携による運営チームの結成
図 3．雑賀崎集落モニター ツア にーおける協働体制
Ⅴ．和歌山県広川町における防災遺産と観光マネジメント
1．広川町における日本遺産認定を契機とした観光振興の
動き
和歌山県広川町は県中部の湯浅湾に面する人口約 7,000
人の地方自治体であり、安政南海地震に際し濱口梧陵が村
人を高台に避難させ、その後の広村（現広川町広地区）の
復興に尽力した逸話に基づく「稲むらの火」の物語の舞台
となった町である。これまでも津波防災のまちとして知られ、
2007 年に開館した「稲むらの火の館」10を中心に、観光客
を受け入れてきた。
一方で、濱口梧陵の主導で築かれた広村堤防（国指定
史跡）や、梧陵とともに堤防の築造を支えた濱口吉右衛門家
の本宅である濱口家住宅（重要文化財）、津波時には避難
路となる大道を中心とした町割と歴史的町並み、津波祭など
の伝統行事が受け継がれてきた 11。これらの歴史的環境を主
体としたまちづくりを推進するため、2016 年には歴史的風致
維持向上計画が策定され、2018 年には「百世の安堵　～
津波と復興の記憶が生きる広川の防災遺産～」が日本遺産
に認定された。広川町では、日本遺産認定を契機としてこれ
まで以上に観光客誘致を活発化させるべく、さまざまな事業・
施策に着手しつつある。なお筆者は 2015 年より広川町役場
の依頼を受け、これらの計画策定、事業実施等のプロセスに
携わっている。
2．日本遺産関連施策を中心とした観光マネジメントの現状
日本遺産「百世の安堵」のタイトルは広村の復興に際して
濱口梧陵が発したとされる言葉に基づくものであり、「稲むらの
火」を象徴的な物語として捉えつつ、津波と向き合う立地条
件の中で培われた防災文化とまちの歴史的環境を示す計 26
の文化財（未指定含む）からストー リー が構成される。これら
を「Ⅰ. 自然環境（海・津波）」「Ⅱ. 濱口梧陵・稲むらの火」
「Ⅲ . 町並み・暮らし」「Ⅳ . 復興・防災・地域づくり」のテー
マに位置づけ、それらの重なりを示したものが図 4 である。広
川町は従来Ⅱ・Ⅳを中心にまちづくりを推進してきたが、日本遺
産は生活文化資源としてのⅠ・Ⅲを取り込み、地域の歴史的環
境に根ざした新たな観光体験の創出を志向している。
2019 年 12 月現在において広川町広地区を中心に計画・
事業化されている施策を、３章の観光マネジメント手法の枠組
みに従って整理したものが表 4 である。広川町の年間入り込
み客数は約 18.6 万人（2018 年）であり12、「A. 量（観光客
数）」のマネジメントに関して言えば、現時点ではより積極的
な誘致を図る局面にあると言える。観光の拠点となる稲むらの
火の館をはじめ、広地区の旧市街地は JR 湯浅駅から徒歩約
15 分の位置にあるが、現在は自動車や観光バスによるアクセ
スが主流であり、関連事業としては駐車場の拡張が計画され
ている。
日本遺産認定は、これまでは必ずしも光が当てられて来な
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かった広地区の町並みや歴史的建造物に対する認知度を向
上させる契機となることが期待される。「B. 行動空間」「C. 活
動（観光体験）」に関しては、重要文化財の濱口家住宅の
期間限定公開に加え、歴史的風致形成建造物に指定された
古民家を、広地区の歴史文化の展示・体験の場や宿泊施設、
日本遺産のガイダンス施設として活用することが計画されてい
る。稲むらの火の館の来館者を対象に、語り部が広村堤防
等へ案内するプログラムは従来から見られるが、2018 年度か
らは期間限定で古民家を活用した文化体験イベントも開催さ
れるようになり13、滞在型観光の実現に向けた布石として位置
付けることができる。さらに徒歩による散策や回遊を促すため、
サインの設置や歩道美装化などの事業が進められている。
最後に、受け入れ体制に関わる組織としては、町長を会
長とする広川町日本遺産推進協議会が設立され、「ブランド
戦略」「古民家活用」「観光戦略」の各専門部会と、関
連組織として地域資源の活用企画を検討する「Hirogawa 
Re:branding 実行委員会」が民間組織・事業者等の関係者
の参画により設けられている。前述の古民家体験イベント等は
これらの組織を通じて実現に移される等、日本遺産の認定を
契機として、地域の生活文化を体現する歴史的建造物や町
並み等が観光振興の手がかりとして見出されたことで、一連
の文化遺産の活用に向けた関係者の連携体制も拡充しつつ
ある。将来的には、隣接する湯浅町の重要伝統的建造物群
保存地区を中心とする歴史的市街地との連携や、古民家を
活用した展示・体験施設、飲食・宿泊施設の整備も視野に
入れながら、一連の観光マネジメントを担う民間あるいは公民
連携の実働組織へと発展させることが想定される。
Ⅵ．おわりに
本稿では、地域の生活・生業に関わる文化遺産を中心と
する観光マネジメント手法について、国内の世界文化遺産を
擁する人口希薄地域の事例をもとに、「量（観光客数）」「行
動空間」「活動（観光体験）」「受け入れ体制」の４つの
視点のもとで分類し、観光マネジメント手法の枠組みを提示し
た。さらに、計画・試行段階にある和歌山県内の２地域にお
ける取り組み・施策にも同様の枠組みが適用可能であることを
示すとともに、これらの地域における今後の観光マネジメントの
発展のあり方について考察を行った。いかなる観光マネジメン
ト手法を具体的に導入すべきかについては、地域の地理的・
歴史的・社会的環境と観光客の受け入れ状況、取り組みの
段階に応じて地域が主体的に判断すべきであるが、その際に
もA ～ D の視点に基づく観光マネジメントの枠組みを、今後
の展開に向けた一つの座標軸として活用しながら、生活・生
業の維持継承との両立を図るための実効的な施策を講じる必
要がある。とりわけ、地域の担い手不足が深刻化する人口希
薄地域においては、一連の観光マネジメントを実施するための
体制を、既存の枠組みを超えた公民の連携、地域内外の関
係者との連携を通じて構築することが求められる。
また昨今、観光客の増大による地域への負の影響が、い
わゆる「オーバーツ リーズム問題」として国内外で取り上げら
れる状況がある。国内の人口希薄地域の事例では、こうした
問題は白川郷（荻町集落）のような極めて限られた地域で顕
在化するものと考えられるが、一面においては、受け入れ地
域側の対策や体制が整わない中で、想定を超えて観光客が
流入することに起因する問題とも言え、その点では観光客数
や地域の規模に拠らず、どこにでも起こり得る問題とも言える。
後藤（2019）が述べるように、「量の観光から質の観光への
転換を意識しつつ、地域自身が自ら判断、決断していえるか、
総合的にアプローチできるか」が重要であり12、その具体策と
しての観光マネジメント手法を、地域が主体となって早い段階
から検討する必要がある。
最後に、本稿では主として生活環境と文化遺産保護、観
光客受け入れの両立を図る上での観光マネジメント手法の枠
組みについて検討を行ったが、Ⅱ章で述べたように、本稿は
個々の手法や関連施策の実質的な効果に対する知見を提示
するものではなく、この点についてはさらなる事例研究が待た
れる。また、観光による経済的利益を地域にいかに還元する
図 4．広川町の日本遺産「百世の安堵」の構成要素の位
置づけ
表 4．広川町における観光マネジメント手法の導入状況
視　点 手　法 広川町の施策（計画段階のものを含む）
A. 量 
　（観光客数）
A1. 来訪者用駐車場の限定 ・稲むらの火の館駐車場・同拡張【計画】
A2. 公共交通機関の運用 ―
A3. 観光客数コントロール ―
B. 行動空間
B1. 車両交通規制 ―
B2. 域内二次交通 ―
B3. ガイダンス施設の設置
・  稲むらの火の館（濱口梧陵記念館・津
波防災教育センター）
・（仮称）日本遺産センター【計画】
B4. 民家活用型展示施設
・歴史的風致形成建造物を活用した整備
   【計画】
・濱口家住宅（期間限定）
B5. 歩行者動線の整備 ・散策ルートマップ配布・案内板設置，歩道美装化【計画】
C. 活動 
　（観光体験）
C1. ガイドによる案内 ・語り部，語り部ジュニア
C2. 生業・生活文化体験 ・古民家体験（期間限定）
C3. 伝統芸能体験 ―
C4. 民家活用型宿泊施設 ・歴史的風致形成建造物を活用した整備   【計画】
D. 受け入れ体制
D1. 保全系組織 ―
D2. 観光系組織 ・広川町日本遺産推進協議会
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か、そのための仕組みをいかに構築するかといった点につい
ても、別途検討を要する。本稿で検討した観光マネジメント手
法の枠組みは試論的に提示したものであり、今後の研究の蓄
積とともに枠組み自体もさらに精査する必要がある。
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注
1 　観光庁は 2018 年度以降、ニューツ リーズム関連事業を「テーマ別
観光による地方誘客事業」に移行している。（観光庁ホームページ　
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kankochi/theme_betsu.html  最
終閲覧日：2019 年 9月20日）
2 　世界文化遺産の推薦に際しては、推薦資産の法的保護措置や管
理体制を、ユネスコ世界遺産委員会への推薦書に記載することとされ
ており、さらに2005 年からは「世界遺産条約履行のための作業指針
（Operational Guidelines for the Implementation of the World Heritage 
Convention）」が改定され、推薦資産の法的保護措置や管理体制の
詳細を明示した「管理計画」を推薦書に添付することが求められてい
る。（文献 13, pp.26-27）
3 　文化庁では、2004年に推薦・登録された「紀伊山地の霊場と参詣道」
以降、推薦書への添付を前提に「包括的保存管理計画」の策定を
進めており、さらに石見銀山においては、2006 年に『石見銀山行動
計画』が策定され、1995 年に登録された「白川郷・五箇山の合掌造
り集落」についても、包括的保存管理計画に相当する『白川村世界
遺産マスター プラン』（2010）、『南砺市五箇山世界遺産マスター プラン』
（2012）が策定されている。（同上）
4 　白川村役場ホームページ http://shirakawa-go.org（最終閲覧日：
2019年 12月25日）、世界遺産 五箇山観光情報サイト「五箇山彩歳」
http://gokayama-info.jp（最終閲覧日：2019 年 12 月5日）、大田市観
光サイト「石見銀山ウォー キングミュージアム」https://www.ginzan-wm.
jp（最終閲覧日：2019 年 12月5日）、熊野本宮観光協会 http://www.
hongu.jp（最終閲覧日：2019年 12月5日）、田辺市熊野ツ リーズムビュー
ロ  ーhttp://www.tb-kumano.jp（最終閲覧日：2019 年 12月5日）
5 　白川村では 2003 年に『荻町交通対策基本計画』、2010 年に『白
川村世界遺産マスタープラン』、2013 年に『白川村観光基本計画』
が策定され、これらの計画に基づく関連施策が実施されている。
6 　和歌山市雑賀崎地区の 2017 年 9 月1日現在の人口は 1,189 人、
2015 年 10月現在の高齢化率は 45%（市全体は 29%）である。
7 　和歌山市の漁業振興施設。雑賀崎漁港に隣接する海釣り公園「親
子つりパ クー」に面して整備され、料理教室等が行える調理室と集会
室を備えている。
8 　和歌浦湾の海洋環境の保全・再生と沿岸地域のコミュニティ再生、
観光振興等のまちづくりを統合的に推進するため、2006 年に設立され
た NPO 法人。これまでに沿岸部の循環遊歩道「潮騒の小径」や雑
賀崎小学校跡地の広場「沖見の里」の保全・整備や、和歌山市の
漁業振興施設「活々料理館」での魚料理教室などを実施している。
9 　雑賀崎地区では、和歌山市により雑賀崎灯台の広場整備（2019
年 8月完成）や、集落内の古民家を活用した観光拠点・地域交流施
設の整備（2020 年度春完成予定）等も進められている。
10　2007 年に広川町が開設した「稲むらの火の館」は、津波防災に
関する展示・学習施設「津波防災教育センター」と、濱口梧陵の生
家を活用した梧陵の生涯に関する展示施設「濱口梧陵記念館」によ
り構成される。
11　広川町広地区の歴史的環境の全体像については、文献 9を参照。
12　和歌山県商工観光労働部観光局『観光客動態調査報告書 平成
30 年』による。
13　広川町では、2019 年 3 月16日・17日と同年 11 月16日・17日に、
旧戸田家や濱口家住宅などを公開・活用した古民家体験イベントが開
催されている。
14　文献 10, p.7
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